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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第58期

前第１四半期
累計(会計)期間

第59期 
当第１四半期 
累計(会計)期間

第58期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日 
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 23,079 12,051 80,741

経常利益 (百万円) 1,268 22 3,995

四半期(当期)純利益 (百万円) 690 15 1,737

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ─ ─ ─

資本金 (百万円) 5,368 5,368 5,368

発行済株式総数 (株) 15,943,000 15,943,000 15,943,000

純資産額 (百万円) 49,450 49,451 49,803

総資産額 (百万円) 59,616 57,287 57,863

１株当たり純資産額 (円) 3,141.90 3,141.96 3,164.32

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 43.87 0.96 110.41

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 40.00

自己資本比率 (％) 82.9 86.3 86.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 185 2,883 6,578

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3 △459 144

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △743 △601 △832

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 14,700 22,974 21,152

従業員数 (人) 765 791 731

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(人) 791

(注) １　従業員数は、当社から社外への出向者を除いてあります。

２　臨時従業員数(嘱託及びパートタイマーを含み派遣社員を除く。)は、従業員数の100分の10未満のため記載して

おりません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当第１四半期会計期間における商品区分別の販売実績は、次のとおりであります。

　

商品区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

動力伝導機器 5,581 52.3

産業機器 2,514 54.0

制御機器 3,954 51.0

合計 12,051 52.2

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対する輸出高の割合は、100分の10未満であります。

３　総販売実績に対し、100分の10以上に該当する主要な販売先はありません。

　

(2) 仕入実績

当第１四半期会計期間における商品区分別の仕入実績は、次のとおりであります。

　

商品区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

動力伝導機器 4,419 49.0

産業機器 2,186 52.9

制御機器 3,444 50.7

合計 10,050 50.4

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、昨年後半からの世界同時不況による景気の急激な悪化から、輸

出、生産及び個人消費の一部に持ち直しの兆候がみられ始めましたが、設備投資は大幅に減少し、雇用情

勢も悪化するなど景気は依然厳しい状況で推移いたしました。

当社を取り巻く機械器具関連業界におきましても、自動車関連をはじめとする製造業で相次ぎ減産や

在庫調整などが実施された影響を受け、国内企業の設備過剰感の大幅な高まりにより投資抑制の動きは

続いており、経営環境は厳しい状況となりました。

このような状況の下で、当社におきましては期初より『現状打破と次なる飛躍に備える年』を基本方

針として、専門商社機能に軸足を置きながら専門総合商社への展開を図り、取扱商品の拡大、新しいビジ

ネスモデルの創造・開発、新しい付加価値の提供に取り組んでまいりました。そして、お取引先とのコ

ミュニケーションを深め、ニーズに対してスピード感をもって対応するなど、今まで以上に信頼をより得

られるよう対処してまいりました。また、役員報酬の減額等のほか、ムダの排除に向けて全社員が取り組

むなど、経費削減を実施いたしました。

しかしながら、ユーザーの需要減退傾向に歯止めがかからず、当第１四半期におきましては、売上高120

億５千１百万円（前年同期比47.8％減）、営業損失６千３百万円（前年同期は11億３千４百万円の営業

利益）、経常利益２千２百万円（前年同期比98.2％減）、四半期純利益１千５百万円（前年同期比97.8％

減）と大幅な減収減益となりました。

商品別の売上高は次のとおりであります。

動力伝導機器分野では、伝導用品、軸受関連商品が大幅に減少いたしました。その結果、売上高55億８千

１百万円（前年同期比47.7％減）となりました。

産業機器分野では、コンベヤ、運搬機器、昇降揚重機及び環境機器をはじめとして、当分野の商品全般的

に減少いたしました。その結果、売上高25億１千４百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

制御機器分野では、油圧・空圧機器関連商品、電気・電子関連商品とも同様に減少いたしました。その

結果、売上高39億５千４百万円（前年同期比49.0％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期末における総資産は、前事業年度末に比べ５億７千６百万円減少し、572億８千７百万円

となりました。流動資産は、前事業年度末に比べ12億７千９百万円減少し、389億４千８百万円となりまし

た。これは、現金及び預金が18億１千４百万円増加、受取手形及び売掛金が27億１千２百万円減少したこ

と等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ７億２百万円増加し、183億３千９百万円となりました。これは、投資

その他の資産が８億４千１百万円増加したこと等によるものであります。

当第１四半期末における負債合計は、前事業年度末に比べ２億２千４百万円減少し、78億３千６百万円

となりました。流動負債は、前事業年度末に比べ３億１千３百万円減少し、50億４千５百万円となりまし

た。これは、賞与引当金が３億８百万円減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べ８千８百万円増加し、27億９千万円となりました。

純資産合計は、利益剰余金が６億１千４百万円減少したこと等により前事業年度末に比べ３億５千２

百万円減少し、494億５千１百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ18億

２千２百万円増加し229億７千４百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、28億８千３百万円（前年同四半期において得られた資金１億８千５

百万円）となりました。これは主に、売上債権の減少が26億９千９百万円あったこと等によるものであり

ます。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、４億５千９百万円（前年同四半期において使用した資金３百万円）

となりました。これは主に、定期預金の預入による支出が５億６百万円あったこと等によるものでありま

す。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、６億１百万円（前年同四半期において使用した資金７億４千３百万

円）となりました。これは、配当金の支払額が５億８千１百万円あったこと等によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社日伝(E02745)

四半期報告書

 7/21



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,943,00015,943,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 15,943,00015,943,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

─ 15,943,000 ─ 5,368 ─ 6,283

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動を把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年３月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

　
　
① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 204,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,735,400
157,354 ―

単元未満株式
普通株式

3,600
― ―

発行済株式総数 15,943,000― ―

総株主の議決権 ― 157,354 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社日伝

大阪市中央区上本町西
一丁目２番16号

204,000 ─ 204,000 1.28

計 ― 204,000 ─ 204,000 1.28

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 2,8202,7402,840

最低(円) 2,6002,5902,620

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表

規則に基づき、当第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期累

計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、また、当第１四半期会計期間(平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に

係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的

な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであり、会社間項目消

去後の数値により算出しております。

資産基準 0.6％

売上高基準 0.4％

利益基準 △0.2％

利益剰余金基準 0.3％

　

EDINET提出書類

株式会社日伝(E02745)

四半期報告書

10/21



１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,707 21,892

受取手形及び売掛金 ※２
 12,174

※２
 14,887

商品 2,745 3,025

その他 328 425

貸倒引当金 △8 △3

流動資産合計 38,948 40,227

固定資産

有形固定資産 ※１
 10,203

※１
 10,307

無形固定資産 522 557

投資その他の資産

その他 7,640 6,799

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 7,613 6,771

固定資産合計 18,339 17,636

資産合計 57,287 57,863

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,346 4,408

賞与引当金 107 415

その他 591 534

流動負債合計 5,045 5,358

固定負債

退職給付引当金 184 187

その他 2,606 2,514

固定負債合計 2,790 2,702

負債合計 7,836 8,060

純資産の部

株主資本

資本金 5,368 5,368

資本剰余金 7,283 7,283

利益剰余金 37,006 37,621

自己株式 △556 △556

株主資本合計 49,101 49,716

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 349 86

繰延ヘッジ損益 － 0

評価・換算差額等合計 349 86

純資産合計 49,451 49,803

負債純資産合計 57,287 57,863
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 23,079 12,051

売上原価 19,752 10,331

売上総利益 3,327 1,719

販売費及び一般管理費 ※１
 2,192

※１
 1,757

営業利益又は営業損失（△） 1,134 △37

営業外収益

受取配当金 － 34

仕入割引 103 45

その他 98 37

営業外収益合計 201 118

営業外費用

支払利息 － 21

売上割引 68 35

その他 0 1

営業外費用合計 68 58

経常利益 1,268 22

特別利益

投資有価証券売却益 9 19

その他 0 －

特別利益合計 9 19

特別損失

固定資産処分損 ※２
 10 －

投資有価証券売却損 10 －

その他 2 －

特別損失合計 23 －

税引前四半期純利益 1,254 42

法人税、住民税及び事業税 325 12

法人税等調整額 239 15

法人税等合計 564 27

四半期純利益 690 15

EDINET提出書類

株式会社日伝(E02745)

四半期報告書

12/21



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,254 42

減価償却費 116 157

売上債権の増減額（△は増加） 302 2,699

たな卸資産の増減額（△は増加） △200 280

仕入債務の増減額（△は減少） △4 △28

その他 △256 △212

小計 1,212 2,940

利息及び配当金の受取額 60 55

利息の支払額 － △21

法人税等の支払額 △1,088 △91

営業活動によるキャッシュ・フロー 185 2,883

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △506

有形固定資産の取得による支出 △253 △0

投資有価証券の取得による支出 △147 △9

投資有価証券の売却及び償還による収入 453 47

その他 △56 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △3 △459

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △743 △581

その他 － △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △743 △601

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △561 1,822

現金及び現金同等物の期首残高 15,261 21,152

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 14,700

※
 22,974

EDINET提出書類

株式会社日伝(E02745)

四半期報告書

13/21



【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

(四半期損益計算書関係)

　前第１四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取配当金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四

半期累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は38百万円であります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　前第１四半期累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「定期預金の預入による支出」は重要性が増加したため、当第１四半期累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第１四半期累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「定

期預金の預入による支出」は△１百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１．一般債権の貸倒

見積高の算定方法

　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま

す。

２．棚卸資産の評価

方法

　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．経過勘定項目の

算定方法

　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,622百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,502百万円

※２　受取手形裏書譲渡高 4,035百万円※２　受取手形裏書譲渡高 4,935百万円

　

(四半期損益計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

荷造運搬費 86百万円

従業員給与 764百万円

賞与引当金繰入額 302百万円

退職給付費用 33百万円

福利厚生費 194百万円

減価償却費 116百万円

賃借料 121百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

荷造運搬費 57百万円

従業員給与 642百万円

賞与引当金繰入額 107百万円

退職給付費用 82百万円

福利厚生費 146百万円

減価償却費 157百万円

賃借料 127百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

 

※２　固定資産処分損の内容は次のとおりであります。

建物 10百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 10百万円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 15,914百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,214　〃

現金及び現金同等物 14,700百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 23,707百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △732　〃

現金及び現金同等物 22,974百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21

年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 15,943,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 204,074

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 629 40.00平成21年３月31日 平成21年６月24日

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末(平成21年６月30日)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

前第１四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 3,141.96円１株当たり純資産額 3,164.32円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 49,451 49,803

普通株式に係る純資産額(百万円) 49,451 49,803

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 15,943 15,943

普通株式の自己株式数(千株) 204 204

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

15,738 15,738

　

２　１株当たり四半期純利益

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 43.87円１株当たり四半期純利益 0.96円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 　

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期純利益(百万円) 690 15

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 690 15

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,739 15,738

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成20年８月11日

株式会社　日　伝

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　堀　　　　　裕　　三　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日伝の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第58期事業年度の第１四半期累計期間(平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書

及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日伝の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成21年８月10日

株式会社　日　伝

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　堀　　　　　裕　　三　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日伝の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第59期事業年度の第１四半期会計期間(平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日伝の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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